	収入印紙


福島市避難行動要支援者個別避難支援プラン作成業務委託契約書
　福島市長　　木幡　浩　（以下「発注者」という。）と　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
（以下「受注者」という。）は、避難行動要支援者個別避難支援プラン（以下「プラン」という。）作成事業に関して、次のとおり委託契約を締結し、信義に従い誠実にこれを履行するものとする。

（業務内容）

第１条　発注者は、災害対策基本法（昭和３６年法律第２２３号）第４９条の１４に規定されている避難行動要支援者について避難支援等を実施するための計画を策定する事業（以下「本業務」という。）を受注者に委託し、受注者はこれを受託するものとする。
（委託期間）

第２条　本業務の委託期間は、令和　　年　　月　　日から令和７年３月３１日までとする。
（受注者の責務）

第３条　受注者は、介護支援専門員（介護保険法第７条第５項に規定する介護支援専門員）に本業務を行わせるものとする。
（実施方法）

第４条　発注者は、受注者に対して、本業務を実施する事業所又は施設毎に、本業務の対象者を文書で通知する。

２　受注者は、前項による通知を受けたときは、正当な理由なくこれを拒むことができない。

３　受注者は、第１項による対象者について、特段の理由がある場合は、あらかじめ発注者の了承を得て、プラン作成を延期又はプラン作成対象から除外することができる。
４　受注者は、発注者が定めた様式にプランを作成したとき、すみやかに発注者の確認を得なければならない。
５　本業務の実施に必要な移動の手段は、受注者が用意するものとする。

（調査及び指示）

第５条　発注者は必要があると認めるときは、受注者に対し作成したプランの説明を求め、関係書類の提出を求めることができる。
２　発注者は、必要があると認めるときは、本業務の対象者等に対する再調査を求めることができる。
３　発注者は、本業務に従事する者の氏名及び資格等を有する証明書の写しなど発注者が指示する資料等を受注者に提出させることができる。
４　第１項から前項のほか発注者は、本業務について、受注者に対して必要な指示をすることができる。
（実績報告の提出）

第６条　受注者は、業務完了後速やかに、本業務を実施する事業所又は施設毎に実績報告書を作成しなければならない。
２　受注者は作成した実績報告書を発注者の定めるところにより提出しなければならない。
（成果品）

第７条　受注者は、発注者の指定する方法により電子データ等で成果品を提出するものとする。
（委託料）

第８条　本業務の委託料は、作成するプランの１件当たり単価に件数を乗じた額とする。また、委託料には移動及び再調査に係る経費を含むものとする。
２　作成するプランの１件当たり単価は、４，５００円（消費税別）とする。
（委託料の支払い）

第９条　委託料は、作成したプランの実績に基づき、四半期分を取りまとめて支払うものとする。

２　受注者は、当該四半期分の委託料を翌月に速やかに、発注者が指定する請求書により請求するものとする。

３　発注者は、受注者から適正な請求書を受理したときは、その日から起算して３０日以内に支払わなければならない。
（権利義務の譲渡等の禁止）

第１０条　受注者は、この契約により生じる権利又は義務を第三者に譲渡し、若しくは継承させ、又はその権利を担保に供してはならない。
（再委託の禁止）

第１１条　受注者は、本業務の全部を第三者に再委託してはならない。
２　受注者は、本業務の一部を第三者に再委託する場合は、あらかじめ発注者の承諾を得なければならない。

（身分証の携行）

第１２条　受注者は、本業務に従事する者に身分を示す証明書を携行させ、本業務の対象者又はその家族から求められたときは、それを提示させなければならない。

（事故発生時の対応）

第１３条　受注者は、本業務の際に事故が発生したときは速やかに発注者及び本業務の対象者の家族等に連絡を行うとともに、必要な措置を講じなければならない。

２　受注者は、本業務により賠償すべき事故が発生したときは、速やかに損害賠償を行わなければならない。

（遵守事項）

第１４条　受注者及び受注者の指示により本業務に従事する者は、本業務の実施に当たり知り得た秘密を他に漏らしてはならない。これらの職にあった者も同様とする。

２　受注者は、この契約に定めるもののほか、災害対策基本法等関係法令を遵守しなければならない。

（契約の解除）

第１５条　発注者は、次の各号の一に該当すると認められるときは、この契約を直ちに解除することができる。

1 　受注者が、介護保険サービス事業者の指定を取り消されたとき
2 　受注者が、厚生労働省令に規定される人員、施設及び設備並びに運営に関する基準に違反し、本業務を適切に行うことが困難であると認められるとき
3 　受注者が、第３条第１項に定める者以外の者に本業務を行わせたとき
4 　本業務に従事する者が、面接による本業務を行わなかったとき
5 　受注者が、不正な調査を行うなどこの契約の目的を達することができないと認められるとき
6 　受注者が、本契約又は契約に基づく指示に従わないとき、又は違反したとき
7 　受注者自らまたはその役員及びその配偶者が暴力団、暴力団関係企業、総会屋もしくはこれらに準ずる者またはその構成員であることが認められるとき

8 　受注者に、社会的信用を失墜する行為があったとき

9 　受注者に、前各号に相当すると認められる違反行為のあったとき
⑽　　法改正等により業務の委託ができなくなったとき
（補則）

第１６条　この契約に定めのない事項については、必要に応じて発注者及び受注者が協議して定める。
　本契約の証として本書２通を作成し、当事者記名押印のうえ、各自１通を保有する。

　令和　　年　　月　　日

　　　　　所在地　　福島市五老内町３番１号

発注者
　　　　　氏名　　福島市長　　木幡　浩
　　　　　所在地
受注者　　商号又は名称
　　　　　代表者職氏名　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　印
